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く推進性能部＞

Numerical Simulation of 3 D Turbulent Flow 

Separation around a Spheroid 

回転楕円体まわりの 3次元剥離流れの数値

シミュレーション

李信亨、日野孝則

平成12年12月

第14回数値流体力学シンポジウム講演集

長さ輻比が 6: 1の回転桁円体まわりの剥離流れを解

析するため、非構造格子による非圧縮NSソルバーを用

いてシミュレートした。流れが附流の場合と乱流の場合

について迎え角を変えていくつかのシミュレーションを

行い、流体力やモーメント、限界流線および速度場を実

験結果と比較した。肘流流れの計算結果では、迎え角の

増加に伴う剥離領域の成長の様子が見られ、流休））や

モーメントと剥離域との関係も正しく計算されているこ

とが確認された。なお、附流剥離では迎え角が大きくな

ると流れが非定常になる場合があることから、非定常流

れの計算手法を適用した。乱流剥離の場合には、剥離線

が層流剥離の場合よりも下流後方へ移動し、渦の領域が

小さくなるという傾向か見られた。流れ場は計測結県と

ある程度一致しており、本計算法が 3次几物体の後}jの

乱流剥離の定性的予測に適）＿ll口］能であることが分かっ

た。下図は、 x/L=O.772断血における計算結果（上）と

実験結果（ド）の流れ場を比較したものである。また、

乱流剥離流れに対する乱流モデルの影響を検討するた

め、使用した 1方程式 Spalart-Allmarasモデルの牛成

項に修正を加えて計符を行い、流れ場をオリジナルモデ

ルによる結果と比較した。その結果、渦の核部分での渦

動粘性係数の大きさが流れに大きな影響を持つことが確

認された。より高度な乱流モデルを用いることで 3次冗

剥離流れの正確な、ンミュレーションが可能になると期待

される。

Total velocity contours and V-W vectors on x/L= 

0. 772 plane perpendicular to body surface at a= 20° 

Proposal of a Groove Cavitator on a 

Supercavitation Propeller 

スーパーキャビテーションプロペラにおける

溝型キャビテータの提案

上藤逹郎、右近良孝、住野吉胤

平成13年 6月

Proceedings of 4th International Symposium 

on Cavitation 

従来の舶用スクリュー・プロペラでは、高速になり大

きなキャビテーションが発牛すると推力が低下し、効率

も悪化する。そのような高速域で使用することを前提に

設計されるプロペラとして、 SCP （スーパーキャビ

テーションプロペラ）があり、キャビテーションがプロ

ペラ炭のほぼ仝面を覆い尽くすような状態において、高

い効率を発揮する。 SCPはシート状のキャビテーショ

ンが翼の前縁から後縁後方までを覆う状態を前提して設

計されるが、高い効率を追求するにはそのキャビテー

ションか極fJ薄くなるように設計する必要がある。しか

し、そのように設計された SCPでは、しばしばキャビ

テーションが前縁から、意図通りに発ft_せず、そのために

トルクおよび推）jか設計値よりも大きくなったり、不安

定な変動力の原囚となったりすることがある。この現象

を防化するには、安定したシート状のキャビテーション

を 発I、卜させる必要がある。一般に、シート状キャビテー

ションは翼前縁の層流剥離をきっかけとして発生するこ

とが知られている。キャビテーションを安定させるに

は、安定した剥離を起こせば良いとの考えから、本論文

では炭の伯縁にキャビテータと呼ばれる細い溝を設け、

強制的に剥離を引き起こすことによりキャビテーション

の発生を安定化させる方法を提案し、その効果を模型実

験によって検証した。

C 

L.E. ///／ 
B 

キャビテータの断面形状
（漢断面前縁部の拡大図。流れは左から右）

キャビテータの効果
（キャビテーション数に対するプロペラ効率の変化）
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Experimental study on drag reduction by 

microbubbles using a 50m-long flat plate ship 

50m平板船を用いたマイクロバブルによる

抵抗低減実験

高橋孝仁、角川 明、児玉良明、牧野雅彦

平成13年 6月

Proceedings of Second International Symposium 

on Torbolence and Shear Flow Phenomena 

マイクロバブルは、微小な気泡を乱流境界層中へ混人

し摩擦抵抗を低減させる摩擦抵抗低減デバイスである。

回流水槽における平板実験では最大80％の高い磨擦抵抗

低減率を示し、船舶への実用化の可能性も高い。本研究

では、実船における抵抗低減率を推定するため、最長50

mの模型船を製作し、タンカーの巡航速度に相当する速

度 7m/sまでの曳航実験を行った。マイクロバブルの摩

擦抵抗減効果に及ぽすt要因、抵抗低減効果の流れ方向

持続性、などの調杏のため、気泡の吹き出し量を変更し、

全抵抗及び局所摩擦抵抗、境界層内ボイド率分布を計測

した。これらから以下の結果を得た。

全抵抗は、速度 5m/sでは最大13％の低減率を得、こ

のうち摩擦抵抗成分については、最大35％と非常に高い

抵抗低減率であることがわかった。抵抗低減効果の持続

性は、速度 5m/sでは吹き出し部より後方約40m近く

まで、速度 7m/sでは約30mまであることが確認でき

た。局所摩擦抵抗計測とボイド率分布計測から、破付近

の高いボイド率と抵抗低減効果に強い関係があることが

わかった。また異なる境界層原さ位閻から気泡を吹き出

し、摩擦抵抗計測を行ったが、抵抗低減効果に差は見ら

れず、従来の境界肝内ボイド率による低滅効果の柩狸

に、特に物理的根拠がないことがわかった。この異なる

境界層原さ位閥からの吹き出しの結果とボイド率分布計

測結果とから且憶近傍の高いボイド率が抵抗低減効果を高

めることがわかった。

以上により、マイクロバブル抵抗低減効果は、欧面近

くのボイド率分布に強い関係があることがわかり、実船

の抵抗低減率推定に必要な抵抗低減効果の流れガ向の持

続性も調査できた。今後は、抵抗低減効果を高めるため

壁付近のボイド率を高める手法を検討し、摩擦抵抗減率

に対する気泡径の影響を調べる必要がある。

(358) 

PIV /LIF Measurements on 2 -0 Turbulent 

Channel Flow with Microbubbles 

PIV /LIFを用いた微小気泡を含む 2次元

チャネル流れの乱流速度分布の計測

長屋茂樹、角川 明、児玉良明、菱田公一

平成13年 9月

Proceedings of 4th International Symposium 

on Particle Image Velocimetry (PIV'01) 

Gottingen, Germany 

船舶などの表面摩擦抵抗を低減するための方法のなか

で、物体表面の境界層内にマイクロバブル（微小気泡）

を注人するガ法は、 80％におよぶ低減効果が報告される

など、大きな効果が期待される。今後、マイクロバプル

による摩擦抵抗低減、ンステムの実用化に向けて、より高

効率の抵抗低減が必要であり、そういったシステムの最

適設計のためには、マイクロバプルによる摩擦抵抗低減

のメカニズムの理解が甫要である。しかしながらそのメ

カニズムは、マイクロバブルを含む流れが混相流である

ことによる困難さなどから明らかになっていないことも

多く、メカニズム解明のためにマイクロバプルを含む流

れの特性を詳細に知る必要がある。本研究課題では、マ

イクロバブルを含むチャネル内の乱流場を、 PIV(Parti-

cle Image Velocimetry :粒子画像速度計測法）と LIF

(Laser Induced Fluorescence :レーザー誘起蛍光法）

を組み合わせた計測装置．による速度場解析によってその

特性を明らかにし、抵抗低減のメカニズム解明のための

址礎データとすることを目的としており、本報告では計

測システムおよびマイクロバブルを含む流れの計測結果

について述べている。

PIVは、流体中のトレーサー粒子を鮮明に撮影するこ

とが市要であるが、マイクロバプルを含む流れでは、

レーザー光線がバブル表面で散乱してしまい、バブル近

傍の流体中の粒子画像を得ることが困難である。そこで

LIFを応用し、 トレーサーに人射レーザー光によって人

射光とは異なる波長の蛍光発光をするものを使用して、

PIVのためのトレーサー画像にこの LIFの蛍光粒子の

画像を用いる。一方、バブル表面でのレーザーの散乱光

は光学フィルターにより除去することで、バブル周りの

流体の速度計測を行うことの出来るシステムの構築を行

い、これを用いて計測を行った。計測結果として、流速

5 m/s (Rem= 27000、Rer=1200) におけるボイド率約

1％のマイクロバブルを含む流れと、バプルを含まない

単相流の平均速度分布、乱流強度の比較を行った。マイ

クロバブルが注人されることにより、平均速度は大きく

なったが、これはバブルの注人による流体体積の減少に

よると思われる。乱流強度に関しては、浮力によってバ

ブルが集中する流路上壁付近の領域において、乱流強度

が大きくなる結果が得られた。
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く運動性能部＞

スコット推定法について

A Review of Prediction Methods of Ship Squat 

野中晃二

平成13年 6月

日本航海学会誌第148号、第149号

(NAVIGATION) 

船体が航走すると船体まわりの水圧分布が変化し、水

面形状および船体姿勢に変化を生じる。船体が航走する

ことによって生じる船体の静止状態からの姿勢変化であ

る船体沈下やトリム変化をスコット (Sguat) と称して

いる。

スコットは広い深い外洋を航行中も生じているが、船

体航走による流体の攪乱が拡散しにくい浅水域や狭水路

等の制限水域において顕著に現れるようになり、制限水

域における航行安令確保上の留意すべき重要な現象とし

て知られている。

本報告は、スコット推定法はどのような考え方の基に

導き出されているのか、スコット推定法の研究はどのよ

うに発展して来たのか、及び、実用的と五われているス

コット推定法の現状はどのようなものか、についての調

杏をまとめたものである。

先ず、多くの実用的スコット推定法の理論的基礎とし

て用いられている考え方、及び、スコット推定法研究の

発展過程について述べ、次いで、これらの推定法による

制限水域における船舶のスコット推定値の比較を行い、

最後にスコット推定法の現状の問題点及び今後の課題を

述べた。

結論としては、スコット推定法についてこれまで多く

の研究がなされてきたが、採船現場や設計現場で容易に

利用出来かつ推定精度も信頻性も高いという意味での実

用的なスコット推定法は未だ確立されていないというの

が現状で、今後の更なる研究が必要である。

Long term prediction method of shipping water 

load for assessment of the bow height 

甲板荷重の観点から船首高さの評価を行うための

長期予測法について

小川剛孝、田口晴邦、渡辺 巖、石田茂資

平成13年 9月

PRADS2001論文集

近年、国内外で満載喫水線基準見直し作業が行われて

おり、著者らはその見直し作業の中で技術的検討を行っ

ている。近年、国内では沿海を拡張し、限定近海船とい

うカテゴリーが設けられて運航を行っている。現在、こ

れらの船舶の満載喫水線規則は近海のものが適応されて

いるため、海象の違い等を考慮した某準の策定による合

理化が望まれている。そこで本研究では、船首高さを合

理的に評価する手法の開発を目的に、船首高さを決定す

る上で一つの市要なファクターとなる海水打ち込み荷甫

の長期予測法を開発した。はじめに内航タンカーを用い

て波浪中模型実験を行った。この規則波中での実験結果

を用いて、船首相対水位と打ち込み荷爪の相関を調べ

た。この相関をもとに甲板荷重の超過確率を求めて、不

規則波中実験結果と比較を行った。その結果、推定した

超過確率はイ辻規則波中での実験結果とよく一致し、精度

よく推定できている事がわかった。さらに、長期予測計

算を行い、従来の方法と比較した結果、合理的に打ち込

み荷屯の予測を行うためには、本手法を用いる必要性が

ある事がわかった。

このように本研究で開発を行った推定手法等を用い

て、現行の内航路の打ち込み確率及び甲板荷重の発生確

率の長期予測計算を行った。これらの長期予測結果か

ら、航行区域の違いが及ぼす影響について検討を行うと

共に、限定近海の船首高さの設定を行った。その結果、

海水打ち込みの観点から限定近海を航行する船舶が必要

となる最小船首高さは近海船に対する基準に船長の関数

で表わされる修正係数を乗じることで設定が可能である

ことがわかった。

(359) 
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く構造強度部＞

浮体波による共振現像について

Study on the resonance phenomenon 

in structural wave 

遠藤久芳

平成13年 7月

日本造船学会 第16回海洋光学シンポジウム

Proceedings 

ポンツーン型大型浮体に波浪が人射すると、いわゆる

浮体波となって浮体を伝播する。浮体波は、構造物端部

において反射され、人射波と反射波の干渉により定在波

が形成される。浮体波が浮体を伝播していく過程におい

て、その振幅は定在波の腹の位置において極人となり、

節の位憤において極小となる。定在波が共振を引き起こ

すメカニズムについて、位相マッチングと固波数マッチ

ングの 2つの事象から検討した。大きさの異なる浮体構

造モデルの例として、長さ68m、143m、300m、630m、

2000mの5種類のポンツーン邸浮体を採り上げて、周波

数応答特性の数値解析を行い、構造物の大きさ（相対的

曲げ剛性）及び振動モード次数による共振特性の相児を

比較検討した。次の結論が得られた。

(1) 定在波は、浮体の相対的曲げ剛性が大きいほど、ま

た振動モードが高次であるほど発逹する。

(2) 振動次数が低次の場合には、浮体後部（波ド側）に

おいて定在波が顕著となり、振動が高次になるに従い

低次波の顕著な領域は浮体前部（波上側）に向かって

拡張していく。

(3) 定在波比 Rswが大きいほどエネルギー反射率 E も

大となり、波が浮体を透過しにくくなり共振現像が発

生し易くなる。

(4) 固波数マッチングによる共振は発生しない。その理

由は、浮体端部と中央部の支配モードが異なるために

特定の固有モードに依存して振動することができない

ためであると解釈することができる。

(5) 長大浮体の高次振動の場合には、位相（浮体波の波

長と構造物の長さ Lとの）マッチングによる共振現像

が現れる。この時には、振動モード次数が 1次分変化

する周期変動の間に応答のピークとトラフが現れる。

ただし、この共振による応答の増幅の程度はそれほど

大きくはならない。

(360) 

く機関動力部＞

Emission Characteristics of Particulate 

Matters from Ships 

船舶からの粒子状物質の排出特性

中島康晴

平成13年 6月

Proceedings of Marine Environmental 

Engineering Technology Symposium 

船舶における粒子状物質の排出状況を把握するため、

その組成、計測方法及び排出特性についての調雀研究結

果を総括した。

まず、床立子状物質を構成するt要な成分である無機炭

索粒子、未燃炭索、硫酸分、結合水について、その由来

及び発牛機構を枢理した。また、各成分の化学的組成及

びその評価手法、燃料性状の影響、ならびに粒径分布に

ついても幣理した。

次に、部分希釈法、 JISZ-8808、EPA法等の、各国で

採用されている代表的な粒子状物質計測方法の特徴をま

とめ、計測方法の違いによる計測データ等の相違につい

ても考察した。また、簡易計測方法として、高速 FID法

についての検討結果を記載した。

さらに、排出特性については、代表的事例として 4ス

トローク機関と 2ストローク機関を取り上げ、両者にお

ける排出特性を比較した。その結果、 4ストローク機関

では、粒子状物質の排出農度が中～高機関負荷率におい

て最小値をとるのに対して、 2ストローク機関では、機

関負荷率の上昇に伴って増大した。また、粒子状物質に

合まれる口］溶性有機成分の比率を検討した結果、 4スト

ローク機関では機関負荷率の上昇に伴ってその比率が低

下したのに対して、 2ストローク機関では顕著な変化が

見られなかった。これらの原因について、窄気過剰率や

潤滑油消費率の影響を検討した。さらに、実船での計測

市例の結果と、それに基づく排出評価についても記載し

た。

なお、本論文は、著者が委員として参加した、社団法

人日本舶用機関学会（現日本マリンエンジニアリング学

会）船舶大気汚染調杏研究委員会での調杏研究活動の成

果をとりまとめたものである。
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舶用低速ディーゼル機関の亜酸化窒素排出濃度の計測

Measurement of N 20 Emission from 

Low-speed Marine Diesel Engine 

塚本逹郎、中島康晴、大江賢二、岡田 博

平成13年 8月

日本機械学会2001年度年次大会講演論文集

亜酸化窒索 (Nり）は、赤外線の吸収量が大きく温室

効果によって地球温暖化に寮与する。また、成層幽に拡

散した凡0はオゾン層破壊の原因になるとも占われて

いる。舶用ディーゼル機関は、軽油に比べて窒索分や硫

黄分を多く含む巾質油を燃料としているために、白動車

用ディーゼル機関などよりも高浪度の N2(）を排出する

可能性を指摘されているが、その検討は卜分には行われ

ていない。そこで、舶用低速ディーゼル機関からの N20

の排出実態を把握することを目的として、舶J1l2スト

ローククロスヘッド邸機関を A巾油及びC市油を燃料と

して運転し、赤外線吸収ガ式の N20叶による排出設度

の計測を行った。また、共存ガス（一酸化窒索及び．＾酸

化硫黄）が計測値に及ぼす影轡や計i処刑の効果について

も検討した。

はじめに、標準ガスを用いて共存ガスのT・渉効果を確

認した。実験機関の排ガス糾成では、約2.5ppmの Î・渉

効果が見込まれた。また、アルカリトラップによる前処

狸を検討した結果、一峻化窒索については約30%、 ．．酸

化硫黄についてはほば完令に除去できることが確認され

た。

次に、実際に機関を運転し、排ガスの採取位閥を変え

て計測を行った。過給器出口直後で採取した排ガス中の

凡〇濃度は約 2ppmであり、丁渉ガスの「渉効果と同

程度であった。また、燃料をA市油から C市油へ変えた

場合でも相違が見られなかった。一方、過給器出口から

約10m下流で採取した排ガス中の N20濃度は、 A用油

では約 6ppm、C盾油では約20ppmと、過給器伯後での

計測値よりも上昇し、また燃料油挿による相違も顕著と

なった。下流での計測では、過給器直後での計測に比べ

てサンプリングライン自体が 5倍になっているため、計

測位置だけでなくサンプリングラインの影臀も考えられ

るが、燃焼後の過程において N20が発生する可能↑牛、

ならびに燃料油種の影響が示唆された。

地球温暖化対策としての CO2深海貯留

Sequestration of Carbon Dioxide into Deep 

Sea as a Measure for the Global Warming 

波江貞弘、綾 威雄、中島康晴、川越陽一

平成13年 9月

（初日本化学会 第54回コロイドおよび

界面化学討論会要旨集

平成 9年12月に京都で開かれた気候変動枠組条約第 3

回締約国会議 (COP3)の結果を踏まえ、温室効果ガス

排出規制の観点から、大気II1二酸化炭索 (COりの抑制

策を確＼［することが緊怠課題となっている。これに対し

て、火力発屯所等の集中発生諒から分離回収される

CO2を海洋lllに隔離する方法は、直接的かつ効果的な

方策と考えられる。その際の技術的ブレークスルーと、

CO2処刑対策が海洋環境に及ぽす影響の評価が極めて

市要である。本論文は、日本化学会のパネル討論会にお

いて、深海隔離の要索技術、関連物性、環境影響評価手

法など、当研究所における深海隔離に関する研究の概要

と今後の方向についてトピックス的に紹介した概要を以

ドの通り記述したものである。

温暖化対策技術としての CO2深海底貯留法は、大量

処刑に適し、影評範囲を最小限にとどめ、海洋中隔離期

間を長く設定することが口j能である他、将来必要に応じ

て口J逆的に CO2の取り出しが口J能である、などの長所

がある。一方、他の洵洋処理法より高深度が要求される

こと、未だ 1^ 分なデータが祖積されていない CO2ハイ

ドレート物性の影齊を強く受けることなどの問題点が指

摘されている。そこで、深海底貯留法の評価に不口］欠と

考えられる、貯留 CO2と上方の海水との界面に牛成す

るハイドレート膜の強度、海水への溶解度や CO2溶解

海水密度などの物性値を既存の高圧装償を使って測定す

るとともに、これらのデータを、貯留サイト近傍の CO2

溶解・拡散過程の数値ヽンミュレーションに適用し、貯留

サイト近傍の CO2隈度と pH分布を求めた。一方、海底

地形図（海上保安庁水路部）、黒潮の流路等を精杏して候

補地を選定するとともに、これらの海域における底生お

よび近底層の動物群集の性状を明らかにするため採集調

査を行った。また、数値ヽンミュレーションによる pH分

布を参考にし、貯留サイト近傍の生態系への影響を検討

するため、中深層に分布するカイアシ類 Neocalanus

cristausを用いて低 pHに対する耐性を調べた。

(361) 
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＜材料加工部＞

凹凸のある接触面の微視的変形挙動のシミュレーション

Numerical Simulation of Rough Surface Contact 

高井元弘、古谷典了

平成12年 3月

日 本機械学会東北支部第35期講演会講演論文集

機械的に加工された面は微視的には凹凸を持ってお

り、接触する境界面では表面の凹凸の変形が生じると考

えられる。このような表面の微視的な凹凸の変形挙動を

明らかにすることは、境界面における潤滑や摩擦、摩耗

の問題を考える上で貢要である。船舶の推進器の取付け

に使われているキーレス方式においても、プロペラボス

内面とテーパ軸表面の接触面における微視的な凹凸が押

込みの増大に伴い、どのような挙動を示すかを知ること

は、最適な押込み量や表面の加工精度を決める上で大い

に参考になると考えられる。このため、テーパ接触部の

微視的変形挙動を明らかにする目的で、テーパ軸挿人モ

デル試験片の表面計測及び FEMによる接触部の数値ヽン

ミュレーションにより検討を行っているが、本報では、

接触方向が境界面に平行な成分を持ち、両面間の摩擦力

を考慮した FEMモデルにより接触面における微視的な

表面の変形挙動の解析を行った結果と SEMによる表面

の観察結果にについて報告した。

得られた結果は以下のように要約される。

(1) ボス内面の表面粗さを変えた 3種類の面（中心線平

均粗さ凡がそれぞれl.65μm、0.83μm、0.41μm)に

ついての数値ヽンミュレーションを行った結果では、押

仕込み量と接触面での平均接触面圧の大きさの関係

は、表面粗さに関係なくほぼ同ーとなった。また、押

し込み量の増大に伴い、微視的に凸部を持つ表面は弾

塑性変形を受け、両表面間の接触率は増大するが、接

触率の絶対値は小さい結果となった。巨視的な弾性変

形を伴うため、両表面の接触は比較的局所的であるこ

とが分かった。

(2) SEMによる表面の観察では、挿人後のボス表面に

円周方向に研磨した加工面の一部が比較的大きく変形

した領域が観察され、接触するテーパ軸表面の微視的

な凹凸の影響と考えられる。今後、挿人する軸表面も

凹凸を持つ数値モデルによる検討を進める必要があ

る。

(362) 

Fatigue Strength Improvement of Box Welds by 

Low Transformation Temperature 

Welding Wire and PWHT 

低温変態点溶接ワイヤーと溶接後熱処理 (PWHT)

による角回し溶接継手の疲労強度改善

太田昭彦、渡辺 修、松岡一祥、前田芳夫

鈴木直之、久保高広

平成12年 6月

Welding in the World, Vol.44, No. 3 

低温変態材料の溶接ワイヤおよび溶接後熱処理によっ

て、角回し溶接継手の疲労強度を改善した。溶接ワイヤ

に用いた合金 (10％ニッケルと10％クロムを含む）は、

冷却過程の180° Cでオーステナイトからマルテンサイト

への変態が始まり、室温で変態が終了する。この変態は

体積膨張を伴うため、溶接部には圧縮の残留応力が導人

される。この圧縮残留応力により、溶接ままでも疲労強

度の改善が見られるが、本報では、この効果をより確実

なものにするために、溶接後熱処理を実施した。

溶接後熱処理は、 720° Cで 1時間保持しその後空冷し

た。これにより、溶接金属総てをオーステナイトに変態

させた後、冷却過程で同時にマルテンサイト変態させ、

圧縮残留応力の導人を確実なものとした。

780MPa級鋼を母材として、通常の溶接材料を用いた

溶接継手と、この溶接材料と溶接後熱処理による溶接継

手を用いて、完令片振り、試験速度 3から40Hzの疲労強

度を実施した。通常の溶接材料を用いた場合に比べ、こ

の溶接材料と溶接後熱処理による溶接継手の疲労強度 3

倍になった。また、低温変態材料を用いた溶接後熱処理

した試験片の疲労亀裂発牛箇所が、通常の溶接止端部で

はなく、溶接金属内のブローホールであったことから、

化端部の疲労強度は通常の 3倍を超えるものであったと

結論された。
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Thermal shock experimet of Si 3 N 4 by laser 

irradiation technique 

レーザー照射法による窒化ケイ素の熱衝撃試験

天野甫庚、秋山繁

平成13年 6月

Proceedings of the Fourth International Congress on 

Thermal Stresses, "THERMAL STRESSES 2001" 

構造用セラミックスは、熱機関、ロケット、原子炉の

厳しい高温環境下で使用される部品として最も期待され

ており、ターボチャージャ、ピストンキャップ、バブル

などに応用されているセラミックスの内で、 Si3N 1 は最

も信頼性のある材料である。熱衝撃強度は、それら応用

における最も盾要なファクターの一つである。水中急冷

法は、セラミックスの熱衝撃強度を評価方法として従来

から使用されているが、多くの試験片を用いてクエンチ

ング試験と曲げ試験を繰り返し行う必要があり、またク

エンチング過程において熱伝逹係数がイゞ安定である等、

いくつかの問題点がある。それら問題点を解決するた

め、幾つか新しい方法が提案された。新しい評価法の内、

本研究は、 Siぶ 4の熱衝撃強度を評価するため、レーザ

照射法を用いた。レーザ照射法は、レーザ照射により急

速加熱を受けた試験片が、目然対流によって冷却される

一連の過程において、材料破壊を引き起こす臨界出力密

度の最小値を熱衝撃強度と定義して評価するものであ

る。レーザ照射実験から得られた Si3N1の熱衝撃強度

は、有限要索解析による理論的強度と比較して非常に低

くなることがわかった。それは、走杏型電子顕微鏡

(SEM) 観察と X線回折の解析から判断して、高温表面

条件下で牛成されるシリカが原因となっていることが判

明した。以下、結論を要約する。

(1) Siぶ 4の臨昇出力密度 Pcとビーム径Dの関係より

臨界破壊曲線が得られた。

(2) 臨昇出力密度は、 Dが増加するにつれて一定値に漸

近的に収束する。その一定の出力密度し、熱衝撃強度

を評価する指標の一つとして定義される。

(3) Si :1 N、1の熱衝撃強度の実験値は、理論計算の推定値

よりかなり低い。

(4) レーザ照射表面に Si02が生成されることが、 SEM

観察と X線回折の解析によって確認された。この生

成物は、かなり低い出力密度で材料破壊を引き起こ

す。

(5) 高温領域における熱衝撃実験下では、熱応力よりも

むしろ新しい生成材料破壊の引金となり得る。

Thermal shock strength of carbon-carbon (C/C) 

composite by laser irradiation technique 

レーザ照射法による炭素一炭索 (C/C)

複合材料の熱衝撃強度

Hongwei Li、天田盾庚、秋山繁

平成13年 6月

Proceedings of the Fourth International 

Congress on Thermal Stresses, 

"THERMAL STRESSES 2001" 

積層炭索一炭索 (C/C)複合材料は、非常に厳しい温

度条件で用いられる宇宙船やロケット等に応用される、

高強度、高腐食抵抗を有する新しい材料として期待され

ている。そのため、その良好な熱衝撃強度評価法を開発

することは、非常に盾要であるが、その研究はあまり行

われていない。本研究では、レーザ照射法が、積層炭素

一炭索 (C/C)複合材料の熱衝撃強度を評価するために

有効な試験ガ法であることを証明した。レーザ照射法

は、レーザ照射により材料が破壊する境界条件を表す

レーザビームの臨昇出力密度を用いて、材料の熱衝撃強

度を評価する。材料の破壊は、 AE(acoustic emission) 

装闇を用いて検出した。有限要索法 (FEM: finite 

elemnt method)を解析を行い、材料のせん断強さを破

壊クライテリオンとして、ビーム径Dと出力密度Pの関

係から臨淋破壊曲線を求めた。解析と実験の結果を比較

して、次の結論を得た。

(1) レーザ照射により積層炭索一炭素 (C/C)複合材料

に牛じる最大せん断応力は、レーザビームの周辺の表

面より下で発牛し、レーザビーム径と出力密度に比例

して増加する。

(2) 材料が破壊するレーザビームの臨昇出力密度を定義

して、臨昇破壊曲線かせん断強さ破壊クライテリオン

に址づいて作成できた。この臨界破壊曲線は、破壊領

域の境界線であり、この曲線を用いて材料の熱衝撃強

度の推定が可能である。

(3) 炭索ガス (COりレーザを用いて行われた熱衝撃実

験から得られた臨界出力密度 Pcは、解析結果と良く

一致した。

(4) 臨昇出力密度 Pcは、積層炭索一炭索（C/C)複合材

料の熱衝撃強度を評価するための指標となることがで

きる。

(363) 



60 

Fatigue Strength Improvement of Lap Joints of 

Thin Steel Plate for Automobile Use by Low 

Transformation Temperature Welding Wire 

自動車用薄肉鋼板重ね継手の低変態点

溶接材料を用いた疲労強度の改善

太田照彦、松岡一祥、前田芳夫、鈴木貞之

平成13年 7月

IIW（国際溶接学会） Doc.XIII-1869-01

自動車用の薄肉鋼板市ね合わせ溶接継手の疲労強度を

低変態点溶接ワイヤを用いて改善した。ここで用いた溶

接材料は、溶接後冷却中に200° C程度でオーステナイト

からマルテンサイトヘの変態を開始し、室温程度で変態

を完了する。マルテンサイト変態は体禎膨張を伴い、そ

の結果、溶接部には圧縮の残留応力が牛じる。この圧縮

の残留応力の平均応力効果により、疲労強度は改善され

る。

母材として板原2.3mm のSPFH540鋼板を用い、 10 

Cr-lONi 低変態材料によるワイヤと MGS-6:3Bワイヤを

用いた溶接継手を製作し、残留応力の計測を行った。ま

た、固有応力法による残留応力の計算を実施した。計測

と計算の結果は定性的には一致し、溶接1|：瑞部の残留応

力は低変態点溶接材料を用いた場合には圧縮、通常の

GS-63Bを用いた場合には引張であった。 しかし、定量

的には、若干のずれがあった。 2つの溶接材料を用いた

軍ね合わせ継手を用いて疲労試験を実施した。通常の

MGS-63Bを用いた溶接継手の疲労限は300MPa であっ

たのに対し、低変態点溶接材料を用いた溶接継手の疲労

限は475MPaであった。

残留応力の計測結果と疲労試験結果を比較して、止端

部に圧縮の残留応力を導人することによる疲労強度改善

効果が明らかになった。

(364) 

電子顕微鏡によるセラミックス摩耗面の観察

Observations of Wear Surface of Ceramics 

by Electron Microscopy 

千田哲也、古谷典了

平成13年 8月

日本機械学会 2001年度次大会

しゅう動摩擦や粒子衝突による摩耗は、接触点におけ

る局所的な応力、摩擦発熱による温度変化、化学的に活

件．な雰囲氣等のために、複雑な現象となる。材料の摩耗

現象を知るためのひとつの方法は、摩耗面及び摩耗粉の

観察・分析を行うことである。荷軍による接触応力と摩

擦力によるせん断力のために材料内部にも影響が及ぶ

が、セラミックスの同種材料同士のしゅう動摩耗に関し

ては、電子顕微鏡観察の報告はなく、摩耗メカニズムは

表面観察からのみ考察されている。そこで、アルミナの

高温しゅう動摩擦面及びエロージョン摩耗面の電子顕微

鏡観察とそれに址づく摩耗メカニズムの検討を行った。

ァルミナ同l：のしゅう動序擦では800° C以上では比摩

耗鼠が低ドするが、この遷移温度の前後における摩擦面

微細構造を電f顕微鏡で観察・比較した。 600° Cの場合

は転位はわずかに氣孔や粒界の近辺にみられるのみであ

るが、 1000° Cの場合、摩擦面は粒径約O.lμmの微細な

粒子で構成され、その粒子内部には転位が存在した。微

細結晶のドの組織では、結晶の微細化は起きていないが

高密度の転位と双晶がみられ、転位はセル構造を形成し

ていた。これらの微細構造から、しゅう動により起きる

限擦面での朔性変形が脆性的なき裂発牛を抑制したため

に、摩耗量が低下したと考えられる。

アルミナ板にアルミナ研磨材を衝突させるエロージョ

ン試験を行った序耗面を電子顕微鏡で観察した。エロー

ジョン損傷量はしゅう動摩耗と異なり、温度とともに増

大した。エロージョンの表面では、室温の場合でも転位

の牛成がみられるが、高温の方が転位密度は高く、また

朔性域は厚く双晶の形成もみられた。高温で朔性変形が

容易になることが粒界き裂によるエロージョン損傷量の

増大につながったと考えられる。
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鋼板の反発挙動とインパルスハンマを

用いた厚さ推定法の検討

Investigation on a thickness measuring 

method using an impulse hammer based 

on repulsion behavior of steel plates. 

島田道男、吉井徳治、成瀬健

平成13年 8月

日本機械学会2001年度年次大会講演論文集

船舶検査における原さ測定は専ら超音波原さ計によっ

ているが、より適用性に優れたハンマリングで原さ情報

が得られれば、検介の効率化に大きな省与ができる。そ

こで、鋼板をインパルスハンマで叩いたときの荷爪波形

から原さ情報を抽出することを考えた。実験的に鋼板の

原さと荷屯波形の関係を調べたところ、鋼板のげさが異

なっても波形が大きく変わることはなく、原さと波形と

の関係解明には理論的な検討が必要であった。

そのため、有限要索法を用いた鋼板のインパルス応答

の解明を行い、それがスプリングとダッシュポットから

なる等価機械要素で表現できることが分かった。本等価

機械要索をltlいて、鋼板をハンマリングしたときの応答

を定式化し、鋼球落下による反発計算値（有限要索解析）

と測定値で検証した。鋼球白身のバネ定数と鋼板の朔性

変形の補正が必要であったか、スプリングーダッシュ

ポットモデルで鋼板の反発学動が説明できることか分

かった。また、ハンマリングで得られる荷爪波形は、半

周期分の減哀振動波形であり、板原によって減哀率が変

わることも分かった。

次に、 10、16、22mmの板原における荷屯波形を収集

し、原さ抽出法を検討した。荷市波形を減衰振動波形で

カーブフィットし、減衰定数を求め原さに換算する方法

が直接的で良いと思われたが、減衰振動波形によるカー

プフィットは容易でないので、荷市波形の最大最小比

（変化率の最小値＋最大値の大きさ）と原さの関係を調

介した。 3挿のハンマチップによる最大最小比とげさの

関係を求めたところ、 3種のチップで原さとの相関が認

められたが、チップ剛性が大きい場合に原さとの相関が

より明瞭に見られた。また、補強材からの距離の関数と

して最大最小比を測定すると、補強近傍らでは大きな値

を示すが、 120mm以上は離れると、厚さで定まる一定

値になり、原さ推定に利用できることが分かった。

く装備部＞

実海域でのリアルタイムオイル成分分析手法の研究

Study on Real-Time Analytical Technique 

for Oil Pollution in Marine 

山口良降、田口 昇、山之内博、柴田俊明

樋富和夫、山岸進

平成13年 5月

日本環境化学会 第10回環境化学討論会講演予稿集

オイルタンカーが今年 1月にエクアドル・ガラバゴス

諸島で廂礁し、オイル流出事故が起こったのは記憶に新

しい。このような事故はたびたび起こり、オイルによる

生態系など環境への影響が懸念されている。このような

オイル流出事故時は、機械や人間の手によりかなりの量

の流出オイルが回収される。しかしながら必ず未回収オ

イルが海洋環境中に残存する。またこれらの未回収オイ

ルの学動は明らかではなく、環境影響についてもあまり

知られていない。少ない影聾評価データの一つとして、

オイルの生物汚染の報告があり、大量の流出オイル中で

死んでいた水鳥の体内汚染は流出オイルと異なる起源の

ものであると結論付けている研究グループもある。そこ

で我々は牛態系へ取りこまれる伯の状態や環境影瞥評価

のために廂洋中の微量オイル濃度を計測する手法につい

て検討を行っている。また海詐で広域計測及び時間的変

化を追跡するために、最終的には定期船舶を用いた計測

を行えるよう取り組んでいる。該当する分析手法はいく

つかあるが、計測の日動化も目標にしているためにフ

ロー系と分光法的手法を組み合わせた分析手法開発に取

り組んでいる。今回は水中のオイル量計測の基礎的実験

として分光法の一つである蛍光分析法で計測を行った。

水または海水に既知量の A市油または軽油を人れて高速

攪拌を行い分散させたものを標準試料とした。最終的に

lOppbからlOppmの間で数神類のオイル含有憎につい

て調柩を行った。これらの標準試料について蛍光スペク

トル測定を行った。結果としてA屯油と軽油はスペクト

ル的にはさほどの違いが見られなかった。このような基

礎データを取り、これらの結果をもとに実海水中の蛍光

とを比較して海洋に溶けこんでいるのオイルを解析をお

こなっていく。

(365) 
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旅客船内における車いすの走行シミュレーション

一駆動力推定用基本モデルの開発一

Numerical Simulation of Wheelchair Running 

on Passenger Ships-Development of Basic 

Model for Estimating Driving Force-

今里元信、太田 進、平田宏一、宮崎恵子

平成13年 5月

日本航海学会論文集第105号

公共交通機関のバリアフリー化が進むなか、身体障害

者等が日常生活や旅行のために船に乗ることが、今まで

以上に求められており、旅客船をバリアフリー化するこ

とは、必要不可欠である。車いす利用者にとって、波浪

による船体の動揺により、車いすが暴走・転倒する恐れ

がある。こうした危険を防止するためには、まず動揺し

ている船内で走行する車いすの挙動を明らかにし、安令

走行の限界を把握する必要がある。そこで、所与の加速

度条件下において車いすが安全に走行できるか否かを判

定する技術の研究を実施しており、その一環として任意

の加速度条件下における車いすの走行を模擬できるプロ

グラムを開発している。本研究の目的は、そのための址

礎的な走行モデルを構築することである。動揺する船舶

において車いすを安全に走行させられるか否かの評価指

標の一つとしては、車いすの操作に要する駆動力が学げ

られるため、走行モデルには、所与の加速度条件下で車

いすを所定の方法で走行させる際に必要な駆動力を推定

する機能が要求される。

本報では、車いすの走行ヽンミュレーションの址礎とし

て、盾心の移動を考慮しない車いすの走行モデルを開発

し、静止している傾斜面上での検証実験を実施した。そ

の結果、トルクの推定精度に問題はあるものの、このモ

デルは、今後、より詳細なモデルを開発する際の址礎と

して用いることができるであろうことを示した。今後の

課題は、搭乗者の体重移動を考慮したモデルの開発と、

車いすの操作モデル（トルクの与え力.のモデル）の開発

である。

(366) 

波浪中での流出油の回収

Recovery of Spilled Oil in Waves 

上田浩一、山之内博、疋田賢二郎

平成13年 5月

第65回マリネンジニアリング学術講演会 講演論文集

Recovery of Spilled Oil in Waves 

波浪中での流出油の回収

上田浩一、山之内博、疋田賢二郎

平成13年 6月

Proceedings of the 24th Arctic and Marine 

Oilspill Program Technical Seminar 

外洋で流出油事故が起こった場合、流出油が海岸に漂

着し岩や砂浜に付着すると海岸でそれを取り除くのは大

変な作菓になる。そこで例え波が高い状態でも、沖合で

流出油を回収することが必要である。外洋の波浪中で流

出i由を回収する場合、次のことが必要である。

(1) 油回収船の油回収部を静穏化する。

(2) 流出油を油回収部に効率よく誘導する。

(3) 油回収部で油層を胴くする。

(4) 回収油の含水量を少なくする。

まずHij進する堰削の油層への波の影響について平水上

での油料と比較して調べ、波浪中でぱ浮遊油を集積する

必要がわかった。そこでバージタイプの回収船（長さ70

m、幅24m、喫水2.5m)を想定して研究した。模型船内

部に絞りと拡人を組み合わせた水路及び整流板を備えた

アクリル製の 1/53と1/20の模型船 2隻を製作した。

それらの模邸船を使用して、波浪条件下で消波効果と浮

遊油の回収船近傍の流れについて調べた。油の回収につ

いては吸り 1回収［）の位閥制御について調べた。ネットベ

ルトによる方式で高粘性油は波浪中でも回収できること

をすでに確認していたので、この研究では低粘性の油を

使用して実験を行った。その結果、次のことがわかった。

前進中の堰前の油層については、波浪がある場合には

静水面上より前方に広がり油層厚さが薄くなる。油回収

船内の静穏化した静かな水面で油を回収するにはその回

収部に流出油を誘導することが必要であるが、向かい波

で波の波長が船の長さより短い時には浮遊油層を油回収

船の油回収部へ油を比較的容易に誘導することができ

る。波の来る水平面に傾斜をしたi肖波板列を用いると波

の減哀及び浮遊油屑の集積に効果があり、最適なその傾

斜角を得た。静水面上や、追い波及び向かい波でも波の

波長が船長より長い場合には浮遊油層を誘導する装償が

必要である。吸引口の位屑を油面に追随制御することに

より回収油水の含水量を少なくすることができる。
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Evaluation of the Liquefaction Potential of 

Solid Bulk Cargoes 

固体のバラ積み貨物の液状化可能性の評価

太田進、浦環、村山雅巳、田中正人

飛延孝男

平成13年 9月

14th International Symposium on the Transport 

of Dangerous Goods (ISTDG14) 

ばら積み貨物が航海中に液状化すると、復原性に悪影

響を及ぼし、船舶が転覆することもある。こうした事故

を防止するため、海上人命安全条約では、液状化物質に

ついては、船積みの度に貨物の水分値を計測し、予め計

測された運送許容より低いことを確認することを義務づ

けている。この要件を広い範囲の貨物に適用すれば、安

全上は問題ないが、液状化物質でない貨物にまで要件を

適用し、運送実務に支障をきたす恐れがある。そこで、

要件の適用範囲を明確にするため、我々は、ある貨物が

液状化物質か否かを判別する試験方法（液状化物打判別

試験）を開発し、 IMODSC小委員会に提案した。また、

その有効性評価のため、 5種類の試料を用いて、液状化

特性に関する各種試験を実施し、液状化物質判別試験の

有効性を調べた。

本稿では、要件の適用範囲の明確化の必要性について

述べ、液状化現象について解説した後、液状化物買判別

試験法の概要について述べる。また、有効性評価のため

の試験結果について述べる。

液状化物質判別試験の有効ヤI：評価のための試験には、

典型的な液状化物質である銅精鉱と亜鉛精鉱、液状化物

質と判断される物質の中で比較的粒径の人きい Carol

Lake鉄精鉱、液状化物質で無いと判断される物質の中

で比較的粒子の細かい沈殿ガ鉛鉱、液状化物質では無い

と判断される粒状物質として、粒状ニッケルスラグの 5
種類の資料を用いた。試験は、屈礎となる貞密度・粒径

計測のほかに、 Proctor/Fager berg試験、貰人法試験、

液状化物質判別試験及び透水性試験を実施した。結果と

して、液状化物質判別試験における排水後飽和度によ

り、液状化物質と非液状化物質が明確に、意識できること

が明らかになり、液状化物質判別試験の有効性が確認さ

れた。また、判定のためのクライテリアとして飽和度

70％を用いることが妥当であることが確認された。

くシステム技術部＞

音声入出力を用いた一名当直時の人間を含む

システム異常対策について

On countermeasures for malfunctions of 

a one person bridge operation system 

by using speech communication 

幅戸淳司、沼野正義、下野雅生、松島和夫

平成11年10月

日本航海学会論文集

ー名当直を実現する上で、人間と航海支援装置で構成

されるシステムとしての継続的な動作とシステムの異

常、当直者の異常が発生した時の対策を確立すること

は、大変用要なファクターである。特に、ー名当疸時に

は、機械側及び人間側が常にお互いの健全性をチェック

しながら、当直作業を進めていく必要がある。この際、

巽常時に確実に機能し安令を阻害しない事はもちろんの

事、当直者に余計な労力をかけない形で作動して、当偵

者に常に使用されるシステムでなくてはならない。

そこで、本研究では、機械側での異常の検知とその対

策及び人間側の異常検知とその時の対策についての考え

方を述べた後、一名当直航海支援、ンステムヘの適用及び

その評価結果について、報告する。

機械側の異常感知に関しては、システムを構築する要

索システムそれぞれが自己診断機能を持つと共に、シス

テム間で通信を行い互いの健全性を相互チェックできる

ようにシステムを構築した。これにより、機械側の異常

を確実に人間側に報知できるようになった。

また人間側については、音声による就労監視ヽンステム

を構築した。このシステムでは、当虹者のt要作業であ

る操船に関わる作菓を妨げる事無く、当直者との会話で

当直者の健全↑生をチェックするもので、現役船員に実用

できるものとして受け人れられた。

(367) 
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イペントツリーを用いた事故・災害の分析

ータイタニック号事故を例にして一

Ananlysis of Accidents and Disasters by 

the Event Tree 

-Titanic Accident as an Example 

松岡猛

平成13年 6月

土木学会誌 81巻 7号

大規模プラント、公共施設等の安全性の評価において

は確率論的安全評価方法が用いられ始めている。本紹介

記事はこの確率論的安全評価法のt要な手法であるイベ

ントッリーにより事故・災害の分析を実施した例とし

て、タイタニック号事件の解析結果を紹介している。

まず、イベントツリー解析手法について［大ぷら油の

火災事故」を例として説明し、イベントッリーに出てく

る事象発牛確率の推定のための設備の信頓性解析ガ法、

人間信頼性解析方法について簡単に述べている。

次にタイタニック号事故の概要を事故調杏公式報告内

に基づき記述した。

解析の手順に沿って、作成したイベントッリーを図一

3、 4に示し、次に、イベントツリーに出てくる事段の

発生確率の評価手順、評価値をホした。さらに、市故状

態ごとに遭難者数の算定する必要があることを述べ、解

析結果を図ー 5に示した。このグラフには併せて1978,,..._,

1995年間における旅客船・フェリーの事故遭難確率が記

人されている。解析においては、モンテカルロ法による

ィく確実さ輻の推定、 F-V指標による市要度因子の検討も

実施している。

解析の結果は、あくまでもタイタニックという特定の

船が特有な環境下においてどの程度の確率で事故に出会

うかを示したものである。およそ49航海に一回という大

きな確率で事故に出会うという結果か褐られ、 90％の信

頼度幅ではおよそ29~109航海に 1回という値であった。

タイタニック号事故を契機に各種の安全対策が旅客船

に対して取られ現在では比較にならないほど安令性は高

められている。イベントッリーを用いた定鼠的評価法に

より、事故解析／事故究明にとって有力な情報が得られ

る例を示した。今後、この様な定量的評価を基に安全確

保に関する議論が各分野において一層深まる事を期待す

る。

(368) 

ON A BRIDGE NAVIGATIONAL WATCH 

ALARM SYSTEM USING VERBAL 

COMMUNICATION AS A HUMAN-MACHINE 

INTERFACE 

ヒューマンインタフェースとして音声人出力を

用いた就労監視ヽンステムについて

幅戸淳司、沼野正義

平成13年 7月

Information Paper of SUB-COMMITTEE 

ON SAFETY OF NAVIGATION (NA V) 

4 7th session 

本報告は、第47回の IMO航行安全小委員会 (NAV)

において検討される、船橋での就労監視、ンステムに関す

るインフォメーションペーパである。現在までに船橋で

の就労監視システム （Bridge Navigational Watch 

Alarm System: BNW A) についての性能基準案が検討

されてきており、今回の航行安全小委員会でドラフト案

として提案される。この動きに対して、日本は船橋での

就労監視、ンステムヘの音声人出力の有効性をアピール

し、基準案に盛り込むように働きかけることとなってい

る。本報内は、その基礎資料として作成されており、音

声人出）jによる就労監視機能の紹介、操船時の就労監視

装閥の利用法とその利用状況、現在提案されている性能

址準に対する対応状況、本就労監視システムを装備した

内航路での評価結果を示している。

本就労監視、ンステムは、内航船用の航海支援、ンステム

に糾み込まれている。この航海支援、ンステムは、音声に

より情報の収集から操船指令までほとんど全ての操船操

作ができるようになっている。このため、これらの音声

人出力を適切にモニタすることにより当直者の健全性が

確認できる。また、現在提案されている基準案に某づく

時間間陥で、音岸により当直者の健全性を負担なく確認

できるようになっている。

本システムは、 749GTの LPGタンカーに装備され

て、 1997年より実際の運航に供せられている。この間、

乗船調介を行いその有効性を評価した。こうしたシステ

ムで従来問題となっていた音声認識率についても、認識

語彙を絞る等の上夫によりほぼ100％の認識率であり、

現実的な使用上問題ないとの評価を得た。また、使用上

の負担についても、必要な操船操作で監視が行われ、従

来のボタン方式等の様な特別な操作が無いので、良好で

実用に卜分耐えられるとの評価を得た。
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人間行動と機器故障を考慮したシステム信頼性解析

-GO-FLOW手法によるアプローチー

System Reliability A叫 ysisconsidering Hurn an 

activity and Component failure-Approach 

by the GO-FLOW Methodoloy-

松岡猛、松倉洋史

平成13年8月

H本機械学会、 RC175研究分科会報告門

システムの信頻性解析においては、通常システムを構

成する機器の動作の成否、故障発牛等を考慮対象として

取り上げている。しかし機械、ンステムは連転且（人間）

が閲与し採作するのか普通である。人間と機械、ンステム

をトータルな、ンステムとして捉えた場合のい頓tルには人

間の誤操作や、逆に人間による機械部分の故Ii加の修復・

誤作動のバックアップも考慮する必要がある。

従来、ンステムい頼刊：解析―『法としてはフォールト・ツ

リー手法が広く）廿いられてし＼るが、「[il：巾依としてrp.-
事象を設定する必要がある、時間経過・動作モードの変

化等の取り扱いは容易てはない、＾在の制約かある（）ソス

テム状態に応じた人間行動の糸llみ込みも難しい諜頌で

あった。そこで、著者はこれらの難点を克服するシステ

ム信頼性解析f•仏 GO-FLOW を開発し、神々の複雑な

動作モードを持ったシステムに適用してきた。

本論文では、この GO-FLOW手法を人I！り機械系に

適川し、人間の誤動作、システム状態に応した人間i［動
をモデル化して組み人れたい頼性解析の f•-l1偵をぷした。

人間ー機械系を一体として解析するため、人間行動と機

械システムの動作との間の相］［作lt]を取り扱う1iがl1j能

となっている。

解析対象として、単純なホールド・アップタンクとそ

れを監視操作する運転員より構成されたシステムを取り

ト^ げた。

まず、ホールド・アップタンクシステムの動作条件、

故障が発生したときの事象の説明を行い、次に、タンク

システムに児常が発牛したとき運転員の取る認識、判

断、操作について検討した。起こりえる令ての場合を調

べ上げ、結果を表形式にまとめた。

故間、人間の誤認識・誤判断・誤操作を含めたシステ

ム動作を GO-FLOWチャートに表現するとともに、詳

細な説明を本文中に与えた。最後に GO-FLOW解析を

実施し、時間進展とともにタンクから水が溢れる確率、

枯渇する確率を、運転員が介人する場合と、介人せず放

置した場合について求め、結果をグラフで表現した。

システム信頼性解析手法 GO-FLOWを人間ー機械系

に適用し、人間の誤動作やシステム状態に応じた人間行

動と機器故障を考慮した信頼性解析の手順を示した。モ

デル化されたチャートでは、機械の故障に関する部分は

小さいが、人間の行動に関する部分はシステム状態に対

応して種々の対策をとるので大きな部分を占めていた。

人間ー機械系を一体としてモデル化しているため、人間

行動と機械ヽンステムの動作との間の相互作用を取り扱う

事が可能である。

船舶における手動車いす走行の評価指標

Evaluation Index of Wheelchair Running on Ships 

宮崎恵子、平田宏一、今里元信

平成13年 8月

第16回リハ工学カンファレンス講演論文集

旅客船において、車いすは、陸上ほど安定して走行す

ることは難しく、船の動揺は車いすの転倒・媒走を引き

起こしかねない。さらに旅客船はスペースが限られるた

め、交通バリアフリー法の技術址準でも最小通路幅が

0.8mとなっており、走行には厳しい条件となっている。

よって、旅客船内での中．．いすの走行について検討をする

必要がある。よ行中に巾いすを適切に操作できていると

いうことが市要である。そこで、車いすの操作状況を示

す指標（着目すべきデータ）を明らかにする必要がある。

井者らは、船舶における車いす走行に関する研究の第一

段階として、静的傾斜条件ドでの想定通路l．．の「動車い

す↓り実験をおこない、その走行実験結果を解析し、手

動rliいすよ行の評価指標について検討した。

％研究所で開発・製作した、計測用車いすと傾斜装閥

（走行tfli5.5mX 5.5m)をl廿いて、車いす常用者 (20代の

女性）による斜lhiの走行実験を実施、走行に関するデー

タを計測し、併せて操作の感覚について吋ねた。実験結

果の解析により、縦断走行（登坂走行）と横断走行の削

進に関する走行特性は、速度及び力（トルク）が市要な

lkl f• になること、よってこれらの囚—fが含まれている什

1i率に着日することで、走行特性の評価につながること

をボした。斜面に対する横断走行では、前輪・後輪の構

造と盾心位閥の関係により、谷側（落ドするガ向）に旋

回する力が働き、特に船内のような狭い通路を走行する

場合は、進行方向に向かって車いすを修正しながらの走

行となる。この旋l口」（落ド及び修正）に関するデータを

検討した結果、旋詞角速度が操作の特性を表すことを示

した。特に、最大旋回角速度は落下の激しさ、最小旋回

角速度は方向修正の慌ただしさを表しており、傾斜角度

が大きくなると、落ドが激しく、操作が慌ただしくなっ

ている。操作者の感覚は、計測データとの完全な一致は

見られず、さらに検討を必要とする。以上の結果、仕事

率及び旋回角速度には車いす操作の時間項が含まれてお

り、これらを、手動車いすの走行特性を示す評価指標と

して提案した。

(369) 
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く原子力技術部＞

円柱列を配した流路における脈動流の影響

Research on oscillating flow around an array 

of circular cylinders 

澤田健一、村田裕幸、小林道幸

平成13年9月

日本原子力学会2001年秋の年会要旨集

近年、周期的変動を伴う流れ中におかれた物体周りの

流れが伝熱効率促進の可能性の観点から注目を集めてい

る。舶用炉においても、自然循環炉心冷却時に船体の動

揺に起因する脈動流が伝熱効果に影響を与える可能性が

指摘されている。 2次元円柱周りの流れについては、従

来多くの研究がなされ、自巾流中の単一円柱周りの流れ

だけでなく、プロッケージ比の効果などが流れの特性や

伝熱に与える影響などに関して多くのことが明らかにさ

れてきている。しかしながら、実際の原子炉の熱交換器

等においては、流路幅の影瞥や複数配列されたパイプな

どにより、流路はより複雑な形状を有している。

そこで本研究では、蒸気発生器のような複雑流路にお

ける脈動流の影響を調べるために、円柱列で構成される

矩形流路を作成し、可視化実験を行った。実験装置．には

回流式流水槽を用いた。測定部は、高さ H=50mm、幅

W=400mm、長さ L=4000mmとした。またチャネル流

路中に直径15.4mm の円柱を流路高さ中心面上に流れ

に直交して配置した。流れの脈動は測定部上流に設置し

た口J変ピストンによって制御し、流量 Q=Q□Q2simwt

で表される周期的な脈動流を発牛させた。流れの口］視化

には、麻径30ミクロンのナイロン粒子を流れ場に懸濁さ

せ、スリット光を照射して流れ場を CCDカメラによっ

て撮影する方法を採った。口J視化画像は 2次几 PTVに

よって画像処理を施した。実験は、脈動周期・振幅など

の脈動流のパラメータを稲々に変化させて行い、以下の

ことが明らかになった。脈動振幅が小さいときには脈動

周期によらずストローハル数はそれぞれの円柱ピッチに

おける定常流時の値と一致する。しかし、脈動、振幅が

大きくなると、脈動周期が長いときには定常流時のスト

ローハル数と一致するが、脈動周期が短くなると、脈動

のストローハル数もしくはその 2倍と一致するようにな

る。

(370) 

モンテカルロ法による中間貯蔵遮蔽庫の遮蔽性能評価

Validation of Shielding Ability of a Modular 

Shielding House by the Monte Carlo 

植木紘太郎、川上数雄、山野直樹

平成13年 9月

日本原子力学会2001年秋の大会予稿集

原子炉等規制法が改定され、我が国においても使用済

燃料の中間貯蔵が可能になった。現在、この中間貯蔵施

設に数百基の使用済燃料貯蔵／輸送キャスクを貯蔵する

ことを目標に、施設の設計が進められている。我が国に

おける貯蔵施設境界における被曝線量限度は50μSv/y 

であるが、この規制値は米国の250μSv/hの 1/5であ

る。そこで、このような条件下にあって、どの位の貯蔵

／輸送キャスクが貯蔵口］能か、モンテカルロ分割結合計

算法を比叫した遮蔽計算を行なって推定した。

モンテカルロ分割結合計算法を応用して 2ユニット 4

址の中間貯蔵／輸送キャスクを貯蔵した遮蔽庫を詳細に

モデル化し、大気によるスカイシャインを考慮した遮蔽

計算を MCNP 4Cコードを用いて行った。モンテカル

ロコード MCNP 4Cでは、まず 1基のキャスク表面の

角度カレントを SSW(Surface Source Write)で計算

する。次の計算では、 この角度カレントを SSR (Sur-

face Source Read) を読み込むと共に、 CRT(Coordi-

nate Transformation)を行ってそれぞれのキャスクの

位閥に限標軸を移動することにより、多数のキャスクを

取り扱う遮蔽計算が可能になる。そして、線源の発生は

各キャスクの SSRが計算された面からとなる。

本計算では、遮蔽叩の中心から300mまでの中性子、

2次ガンマ線及び両者をたし合わせた線量率分布を求め

た。キャスク 1某にば燃焼度55,000MWD/MTUの燃料

集合体が21体収納されている。また、遮蔽庫の遮蔽構造

は鉄一水多市層になっており、特に中性子遮蔽に対し有

効な構造になっている。計算結果によると、遮蔽庫の中

心から300m の位間における被曝線量は年間0.09μSv/y

である。この0.09μSv/yの内訳は0.025μSv /yが中性子

で、 0.065μSv /yが2次ガンマ線であり、 2次ガンマ線

が70％と大きなウエイトを占めている。この他、核分裂

牛成物やノズル部等の放射化ガンマ線の寄与を考慮しな

ければならないが、中性子と 2次ガンマ線をたし令わせ

た線量の10％位であれば、本遮蔽庫を採用すると、敷地

境界まで300m以上離すことによって、 500基位のキャス

クが貯蔵口］能であると推定される。
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く海洋開発工学部＞

SAFETY EVALUATION OF DOLPHIN MOORING 

SYSTEM OF HYBRID SEMISUB MEGAFLOATS 

ハイブリッドセミサブメガフロートードルフィン係

留システムの安全性評価

加藤俊司、難波康広、正信聡太郎、下山敬次

平成13年 6月

米国機械学会第20回海洋工学および極地工学に関する国

際会議発表論文集

浮体式海上空港の実現をめざし、箱型の超大型浮体構

造物（以後メガフロートと称する）の実証実験が、運輸

省（現国土交通省）及び日本財団の支援の下に、メガフ

ロート技術研究組合によって、 1995年から2000年まで

5ヵ年にわたり行われ、研究開発を終了している。この

タイプのメガフロートは、防波堤で囲まれた静穏な海域

を設償海域として想定している。しかし、束京洒口、相

模湾、離島等、波浪条件が厳しくかつ水深が急激に深く

なる海域では、防波堤による海域制御が技術的、経済的

に困難となる例が出てきて、耐波性能に優れたセミサブ

邸メガフロートの必要性が叫ばれている。当所では、以

前より浮体式海上空港の沖合展開を想定し、波浪条件の

厳しい滑走路側にはセミサブ邸浮体群を配岡し（セミサ

プ浮体群の消波効果を期待し）、窄港ターミナル、駐機場

等からなるエプロン部には市量物を上載口J能な箱邸浮体

とする、いわゆるハイブリッドセミサブメガフロートを

提案し、平成12年度その研究開発を、運輸施設幣備事業

団との共同研究で実施した。本論では、多数のセミサブ

邸浮体ユニットから成る滑走路部の係留システムの安全

性評価に焦点を絞り、その結果についてまとめた。本論

の結論は次の 3点に要約される。 1．セミサブ浮体部の応

答特性が最適となるように（すなわちセミサプ部の消波

効巣はできるだけ残しつつ構造応答ができるだけ抑えら

れるように）セミサプ部下部浮体の形状を決定する）j法

（セミサブ浮体形状最適化法）を提案し、日本近海の離島

沿岸を念頑において、同最適化法の適用を試みた。 2.ポ

テンシャル理論に某づく数値計算により、セミサブメガ

フロートに働く漂流力を求め、実験と比較した。その結

果、波周期の比較的長い領域で、 l[hj者が一致しなかった。

この理由としては枯性影腎が考えられたが、本論では、

この粘性影響を簡便に考慮する方法を提案した。 3．実験

結果を考慮に人れつつ、係留時系列シミュレーションを

実施し、セミサブメガフロートードルフィン係留システ

ムの安全性評価を行った。その結果ドルフィンの初期降

伏荷市を基準として、安全率 2が達成されることを確認

した。

Study on Floating Breakwater for Eco-Float 

Mooring System 

ェコフロート用の係留消波浮体に関する研究

大松甫雄、加藤俊司、難波靖広、前田克弥

小林正典、中川寛之

平成13年 6月

Proceedings of 20th Int. Conf. on Offshore 

Mechanics and Archtic Engineering 

本研究では、メガフロート本体の周囲に配岡する「波

エネルギー吸収機構付係留消波浮体」（以降、単に係留消

波浮体と称する）の消波特性、係留特性、波エネルギー

吸収特性について、実験的・理論的調杏研究を実施し、

狸論解析法の開発及び係留消波浮体の最適形状の選定、

最適係留配償の選定を行った。

研究の目標は、水深50~100mの外洋において、防波

堤の替わりに係留消波浮体をメガフロート本体の周辺に

配閥し、メガフロートヘの人射波高を低減させるととも

に、係留装憤としての機能も持たせようというものであ

る。具体的目標は、①波浪低減としては、波周期14秒で

0.5以下とすること、②多点係留システムの安全性を確

認し、その最適化を図ることであった。 ①に関しては、

係留消波浮体の断面形状について、幅、喫水、空気室配

閥等についてパラメトリックなシリーズ計算を実施して

最適形状を選定し、模邸実験でその性能を確認したが、

目標の0.5にわずかに及ばず0.6程度となった。 ②に関

しては、各種柔結合方式について検討を行い、シンカー

付チェーン係留方式及び新たに考案したテンションスト

リングガ式の 2種類を有望な候補として選定し、両者と

も2次元シミュレーション計算、 2次元模型実験でその

有効性を確認した。しかしながらテンションストリング

h式は実績がなく、長期耐用性．・維持管理法に課題があ

るため、最終的なエコフロートの概念設計ではシンカー

付チェーン係留を採用し、 3次元総合模型実験でその性

能を確認した。また、係留シミュレーション法として、

多浮体・多点カテナリー係留システムの時系列計算が口］

能なプログラム開発を行った。

本論文は、以上の研究成果をまとめて報告するもので

ある。

(371) 
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ハイプリッド型メガフロートの波浪中弾性応答

に関する水槽試験

An Experimental Study on Hydoroelastisc 

Responses of Hybrid Type Megafloat 

矢後清和、本井達哉、大川 豊、正信聡太郎

飯島一博、加藤俊口］、難波康広

平成13年 7月

日本造船学会 第16回海洋L学シンポジウム

1995年から始まったメガフロート技術研究組合による

プロジェクト研究も本年 3月に終了した。浮体上法によ

り4km級の浮体式海上空港の実現を目指そうとする壮

大なプロジェクトである。横須賀沖に1000m級実訓試験

用浮体を実現し航空機の離発着実験を成功させるなど、

この分野の研究に膨大な成果を残したといえる。

このプロジェクトではポンツーン邸浮体が1iii提となっ

ており、洒廃、防波堤で[jt1まれた海域など比較的静穏な

条件が設定されている。

メガフロートが浮体上法の有効性を広く社会にホし、

一般の理解が深まるにつれ、離島や外洋に血した防波堤

設償が困難な海域への利用拡人を期待する占もあがり始

めている。このような悔域の波浪条件はより過酷である

ため、ポンツーンより耐波性の良いセミサブ）11浮体構造

物の採用がまず考えられる。本研究では、島嶼沿作に長

さ2200m のセミサプ型浮体を設閥し滑走路とするとと

もに、セミサブ型の波浪減衰効果を期待しつつ、背後に

ポンツーン型エプロン部を設けた空港諸施設を附いたハ

イブリッド型メガフロートのコンセプトを提案した。ハ

イプリッド型の弾性応答を推定するには、セミサブ特付

の支持浮体間の流体力学的相圧「渉の他に 2形式浮体の

干渉問題を考慮して弾性応答を解かねばならず、罪論解

析的には従来より一歩進んだ技術を必要とする。ハイプ

リッド型に適用可能な弾性応答計算コードが著者の 1人

により開発された。計算法の検証とコンセプト浮体の成

立性の確認のため大型模邸による水槽試験を実施した。

その結果、ハイブリッド型メガフロートは10mを越える

有義波高の海域においても成立することが確認された。

また、セミサブ型の弾性応答特性を対象海域の波浪条件

に応じて制御するアルゴリズムが新たに考え出され最適

設計への応用が期待できる。

(372) 

海水環境下における塗膜欠損形態と適正防食

電流密度との関係について

On the Relationship of the Paint Film Defect Form 

to the Reasonable Corrosion Protectin Current 

Density under Sea-Water Environment 

高井隆三、渡辺喜保、若林徹、望月紀保

平成13年 7月

日本造船学会第16回海洋工学シンポジウム

海水環境における大刑浮体構造物の腐食防止法として

は耐久性と安全性の観点から、準装と電気防食の併用が

適用されている。屯氣防食は、実環境においては避けら

れない冷膜欠損部の防食技術として弔要であるが、供給

すべき防食屯流密度は、欠捐面積やその形態、例えば、

同じ欠ftl面積でもそれが一箇所に集中して大きな欠担面

積を形成している場合と小さな面積として広範囲に分散

している場合とではどのような違いが生じるのかなどに

ついては、ほとんど検討されていないように思われる。

本研究では、海水環境ドにおいて種々の冷膜欠損部を

人」川．．的に付けた冷装鋼板に対してアルミニウム流電陽極

法（以後、 A1流屯陽極法とする）により防食屯流を系

統的に変化させて与え、各防食条件下での砲装鋼板の発

錆状況、打量変化およびカソード屯位（試料片の屯位）

とカソード屯流密度（試料片に作用した防食屯流密度）

との関係を調べた。これらの試験結果を某にして、準装

された鋼板に冷膜の欠出部か存在する場合に必要な防食

流密度を弔膜欠担面積や欠損形状等の観点から検討を

行った。
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超大型浮体の設計手法について

On the planning of a very large floating structure 

原 正一、中嶋俊夫、飯島一博、井上憲一

井上俊司、影本浩

平成13年 7月

第16回海洋工学シンポジウム論文集

近年、わが国を取り巻く広大な海洋空間の有効利用を

めざした超大型浮体の提案が数多く見受けられる。陸上

に人工物を建設する場合には、実紐が膨大なことからそ

の計画手法はほぽ確＼，r．されているものと考えられるが、

海上に超人型浮体などの大型人J：物を実現しようとする

際の計圃手法について検討した例は少ない。数少ない例

として、浮体窄港の計両例かあるか、陸上の滑走路と付

幣施設をそのままの形で洵 l-．に実現しようとするもの

で、海上に建設することに伴う特殊な計呻i的要索は少な

いように思える。海上の人［物では地盤そのものから

造っていくわけであるから地盤も叶圃対策となり得る。

即ち、極端にいえば海卜での地盤は陸 j-．の如く水‘ドに拡

がる地盤だけでなく、水平でも雨偵でも斜めにでも造り

得るし、陸上地盤のような四）jに拡がる地盤以外にも線

状や円環状にもなり得る。さらに泊i上では地盤を分胄Ijし

上載物ごと移動するといったことも nJ能てあろう。ま

た、陸tでの人上物は、いくら）jを加えてもほとんど動

かない地盤からの反力によって文持されているが、洵上

の浮体は浮力によって支持されているわけであるから、

そのことによる上載構造物への制限か牛じる場合もある

であろうし、逆に浮力に支えられているという事実を利

用した海上特有の計圃もあり得る。このように考える

と、そもそも悔l'．の人上物では陵上のように地盤の上に

構造物を建造するといった極くあたりまえの発想がかな

らずしもあてはまらず、地盤と上載構造物といった従来

の図式が自明な選択肢とはいえない。

浮体の設計については、 (1)交通計画、 (2)建蔽率．容積

率、 (3)必要な部分だけの平面形状の設計、 (4)地震荷屯、

(5)地盤からの設計、 (6)拡張・撤去、 (7)移動、 (8)環境影響

の項目の特殊性をあげた。ここでは、浮体であるが故の

特殊性を設計に牛かし、本論文のt題である「超大朋浮

体の計画手法」の策定にあたっては、陸上の大邸人＿［物

の既存計画手法をベースとしつつ、上述したような海上

人工物である浮体に固有の制約条件や特徴を勘案して適

宜修正するといったプロセスが現実的であろうと考えら

れ、本論文でも以下このような手順で「超大型浮体の計

画手法」を提案していくこととした。なお、本論で対象

とする「超大型浮体」とは、単に非常に大きな浮体とい

う意味でなく、従来陸上にあった超大規模ヽンステムを海

上に実現した浮体を意味するものとし、数ある口J能性の

中で海上都市を対象として検討を進めた。

＜氷海技術部＞

船型主要目及び馬力の変遷について

（その 2 コンテナ船）

On study of ship propulsive performance of 

ships built in Japan since 1950 

(The second report) -Container ships-

山口箕裕、菅井信夫

平成13年 9月

関西造船協会誌第236号

1960年代から油槽船は急速に大型化され、また、貨物

船もコンテナ船の出現により、高速化されてきている。

これらの船刑については、代表的な船舶が取り上げら

れ、その大要を知ることが出来る。しかし、一般の船舶

令体について船邸性能についての資料は余り見あたらな

い。そこで、船舶令体のデータを収集して船舶の船型性

能の変遷を追求している。前報では油槽船の船刑性能に

ついて報告した。

今回は、コンテナ船について検討した。データは伯報

詞様、日本海連集会所の日本船舶明細書から収集した。

コンテナ船は国内では1960年代後半に現れ、高速化が図

られた。その後、石油危機を迎え、速度を落とす時期が

あったが、徐々に人邸化を目指している。

長さ輻比 L/Bは6.5前後から1983年の 6前後と小さく

なったが、その後は逆に大きくなっている。輻喫水比 B/

d は2.6前後からあまり人きな変化は見られない。 jj形

係数 Cbは0.58からやや肥る傾向を示している。航海速

カのフルード数 Fuは0.28から0.23と相対的に遅くなっ

ている。

推進性能を示すアドミラルティ係数では、 500から

データのばらつきがあるが最近では760と大きくなって

いる。

大胆な幾つかの仮定（シーマージンを15%、推進係数

nを0.75とするなど） によって求めた造波抵抗係数を見

ると、前述のように船型の方形係数がやや肥ってきた

が、フルード数を下げたことによる効果の方が大きく、

造波抵抗係数が小さくなっていることが判った。

今回の作業では、解析の際の大胆な仮定を設定してお

り、その歪みが最終的な結果の造波抵抗係数に及んでい

ると思われる。今後、さらに情報収集に努め、データの

信頼性を吟味するとともに、これらの仮定の見直しを行

い、明確な性能変化を捉えたいと考えている。

(373) 
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船型主要目及び馬力の変遷について

（その 4 新造船要目表の船舶）

On study of ship propulsive performance of ships 

built in Japan since 1950 (The fourth report) 

-Particulars table of newly built ships in bulletin of 

the Kansai Society of Naval Architects, Japan-

山口員裕、菅井信夫

平成13年 9月

関西造船協会誌第236号

1960年代から油槽船は急速に大型化され、また、貨物

船もコンテナ船の出現により、高速化されてきている。

これら一般の船舶全体について船型性能について資料を

収集して船舶の船型性能の変遷を追求し、前報までに、

油槽船とコンテナ船、フェリーの船型性能の変化につい

て報告した。

前報までの収集した船舶のデータは日本海運集会所の

日本船舶明細書で記載されたものであり、国内に登録さ

れた船舶で、輸出船は含まれていない。そこで、輸出船

をも含むデータとして、関西造船協会の新造船要目表を

対象にデータ収集をした。なお、新造船要目表には試運

転結果も記載されているが、これについては別途行うこ

ととした。

今回の解析の対象は、乗直間長さ50m以上とし、 ド

レッジャーなど運搬に供しない船舶は除いた。これらの

船舶は741隻となる。全ての船神を同時に示したので、大

型のものあるいは高馬力のものなどが飛び離れた状態で

示すことになった。長さ幅比例 L/Bは令般的に値が小

さくなっていて、幅喫水比 B/d は令体的に大きくなっ

て相対的に幅広で浅い喫水の船刑になっいることが判る。

排水量が記載されている船舶となると、 567隻とやや

隻数が減るが、最近の1980年以降のデータ数が極めて少

なくなっている。

今回は、大胆な幾つかの仮定によって剰余抵抗係数を

求めた。剰余抵抗係数の、建造年数に対する変遷は余り

明確には見えてこない。そこで、既存の代表的な設計図

表であるテイラー図表と比較することで、性能の変遷を

捉えることにした。テイラー図表から内挿・外挿で剰余

抵抗係数を計算して、上記の結果との比を求めた。これ

により、設計図表による剰余抵抗係数に対する値が徐々

に小さくなっていることから性能向上を把握することが

出来た。なお、今回剰余抵抗係数で論議する理由は、粗

度修正係数と伴流係数に船舶の尺度影響があり、その粗

度修正係数の尺度影響の某礎的な情報として剰余抵抗係

数の場合のみ公表されているからである。（伴流係数に

ついては矢崎のチャートが有名である。）

今回は、新たに、関西造船協会の資料を用いるととも

に設計図表を利用しての性能評価を行ったが、さらに船

舶の性能の情報収集に努め、性能変化を捉えたいと考え

ている。また、これらをまとめることによって、船型の

性能評価を行う際の指標を構築したいと考えている。

く大阪支所＞

Tensile Fatigue Properties of GFRP for Ship Structure 

after Long Term Operation 

船体用 GFRPの長期運航後の引張り疲労特性

〇千秋貞仁、櫻井昭男、津島聡、小野正夫

吹上紀夫

平成13年 6月

第13回複合材料国際学会講演論文集
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Transitio curve of secant modulus 
for TUPO 3 series 

すべてに報告済みの圧縮疲労特性に引き続き、船用

GFRP新材、ンリーズ (TUPO3) と経年材シリーズ

(TLBT 3)の引張り疲労試験を行い、結果を S-N線図

とヤング率変化曲線 (Fig.l、Fig.2)にまとめた。また、

S-N曲線の傾きより疲労抵抗感度を求めて比較した。

以上より次の知見を得た。

1. 新材および経年材の疲労抵抗感度の値はそれぞれ

0.14、0.068であった。よって、負荷荷屯振幅の変化に

に対して経年材は新材約 5割の感度であることがわ

かった。

2. 新材および経年材のヤング率変化曲線はそれぞれ相

似的である。よって、負荷荷軍振幅の変化に対する疲

労損傷蓄積過程の傾向は経年後も新材と同様である。

(374) 
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CO2ハイドレートと海洋隔離

CO2 Hydrate and Its Ocean Sequestration 

綾威雄

平成13年 9月

日本原子力学会「2001年秋の大会予稿集」

産業革命以来増え続けている人為起源の CO2排出が

主因とさる「地球の温暖化傾向」を緩和させる方法・ア

イディアの提案が相次いでいる。その様な中、処理すべ

きて CO2量が極めて膨大となることから、火力発屯所

等の集中発生源から CO2を分離・回収し、人気の約430

倍の分子数を有する広大な海洋へ隔離する方法が、有力

なL学的対策として注目を浴びるようになった。一方、

CO2は4.5MPa以上の高庄、 8.7° C以下の低温（北太平

洋では600m以深、北大西洋では900m以深）では、海水

と反応してクラスレート・ハイドレート（以下、ハイド

レート）と呼ばれる包接化合物となることから、その物

性質の解明が CO2海洋隔離を評価する上で不可欠な要

索と考えられ、我が国を中心に、過去10余り、実験的研

究が続けられてきた。

CO2海洋隔離を大別すると、広大な海洋に溶解・拡

散させるという「溶解法」と液体 CO2が飽和 CO2溶解

海水より巾くなる3500m 以深の深海底窪地に溜めると

いう「貯留法」に分類できる。溶解法は、広大な海詐に

薄く分散させることにより廂洋環境への影響を小さくす

るとともに、マリンスノー等を通して深油へ流れる

CO2フラックスを人為的に先回りさせる意味合いがあ

る。一方、貯留法は、海沖環境への影響範囲を限定する

とともに、隔離期間を海洋鉛直術環周期の2000年以上が

期待できるという特徴がある。溶解法については、平成

13年秋、ハワイ沖で国際共同実験が計画されており、そ

の結果が注目されている。また、貯留法に関しては、当

所がモンテレー湾海沖研究所と小規模実海域実験を紐り

返しており、その結果を某に、新投人法を若案した。

CO2ハイドレートについては研究の歴史が浅く、

CO2海洋隔離で求められる、時間項を含んだ物性値は

ほとんど得られていなかった。そこで、当所は、高托実

験装閥を用い、ハイドレート膜で覆われた CO2i夜泡の

溶解速度、ハイドレート共存溶解度、ハイドレート膜強

度などのデータを取得し、 CO2海洋隔離のガ法や評価

に活用している。

また、 CO2の分離回収から海洋隔離までに要するコ

ストは、発屯コストの20％程度でまかなえると考えられ

ている。 しかし、高々排出 CO2の数％分を処理すれば

よく、平均すると1％以下となり、容認できる。

く東海支所＞

中性子ストリーミングに伴う 2次ガンマ線の線量評価

Dose Evaluation of Secondary Gamma Rays 

Accompanied by Neutron Streaming 

三浦俊正、平尾好弘、佐藤理

平成13年 9月

日本原子力学会2001年秋の大会予稿集

著者等はこれまで各種の複雑形状部における放射線ス

トリーミングに関して人射放射線の方向性や遮蔽壁物質

との相互作用を考慮した中性子及び 1次ガンマ線の線量

に関するデータベースと簡易評価手法を開発してきた。

しかし、これに加え(1)中性子ストリーミングに伴う二次

ガンマ線による線鼠、 (2)ダクト等の出口から評価点まで

の放射線空間仏播、 (3)遮蔽噸を部分的に貰通している遮

蔽欠損、 (4)多孔ダクトやスクリューダクト等特殊な複雑

形状部や配管に巻かれる保温材等の遮蔽効果等ついての

簡易評価手法の開発も行う必要がある。本報告は(1)に関

する簡易価手法開発の問題点等に関するものである。中

』rt子が複雑形状部をストリーミングする際、競物質と相

互作用することにより二次ガンマ線を発生させる。しか

しながら、複雑形状部の遮蔽設計等で使用されている簡

易計算法においてはその発牛量やストリーミング線量ヘ

の省与について信頼できるデータや計算法はほとんど見

あたらない。二次ガンマ線は高速中性子の非弾性散乱及

びtに低速中性子の捕獲反応により発生する。このうち

捕獲反応により発生するガンマ線はエネルギーが高く透

過力が強いため遮蔽上問題が大きい。複雑形状部では高

速中性fより低速中性子の力がストリーミングしやすい

ので複雑形状部の出口に近づくほど＿二次ガンマ線の寄与

が大きくなることが予想される。 厚さ 1.5m のコンク

リート喉に核分裂中性子が軍［自人射した場合の中性子透

過に伴う二次ガンマ線の線量率分布の解析計算を行った

ところ、深さが増すと共に低速中性子成分が増加し、そ

れに伴い二次ガンマ線量率が中性子線量率の数卜％と

なった。また、コンクリート喉中の口径が 5Clllの直円筒

ダクトに対し斜め45度に核分裂中性子が平行人射した場

合のダクト内の中ヤt子及び二次ガンマ線量率の空間分布

の解析計算を行ったところ、ダクトの後方ほど二次ガン

マ線の省与が大きくなり、また、ダクト後部で二次ガン

マ線と中性子の線量率はほぽ等しくなった。二次ガンマ

線の割合が増える理由は前述べしたとおりである。これ

らの結果はいずれもストリーミングおける．二次ガンマ線

の評価の市要性を示した。

(375) 
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平尾好弘

平成13年 9月

日本原子力学会2001年秋の大会要旨集

放射線輸送計算に対して幅広く川いられる恥コード

は、ソルバーこそ完成しているもののそれを支える固辺

ツールは未整備である。多岐にわたる人カデータの作成

は特に重要であるが、その内の一つに群定数ライプラリ

の作成がある。既存のライプラリでは解析対象によって

ィせ都合が牛じることが報岩されており、任意のオプショ

ンを用いて解析者がケースごとに手許で簡便に必要なラ

イブラリを作成できる環境が望まれている。本研究では

一定の評価を得て使用に耐えると思われる既存モジュー

ルを抽出し、不要なオプションを削ったワンパッケージ

の便利な専用処則ヽンステムの開発を行う。 1：な利用モ

ジュールは NJOY及び TRANSXであり、プラット

フォームは WindowsPC、処狸占語はc+＋、人カデー

夕対象は ENDF-6フォーマット及び PHOTXにかぎら

れ、評価済核データからワンスルーで ANISN形式の結

合群定数ライブラリの作成を目指す。今回の発表では、

巾性子及びガンマ線の（結合） GENDF形式の群定数か

ら最終の出力である ANISN形式の群定数セットあるい

はライブラリを作成する段陛を報告する。また典邸的な

WSを用いた NJOY+ TRANSXによる処刑と本システ

ムの場合を比べて各モジュールの処狸時間の比較を行

ぃ、ライプラリ作成の例を洋げながら本、ンステムの優位

性、使い勝手の良さを示す。
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